
様式第１　（第３条関係）

事業者名　西部ガス株式会社　

（単位：千円）

営業費用 営業収益

供給販売費 託送供給収益

労務費 自社託送収益

諸経費 事業者間精算収益

修繕費 最終保障供給収益

消耗品費 その他託送供給関連収益

賃借料 （補償料等収入）

租税課金 （償却分区域外工事負担金収入）

固定資産除却費

需給調整費

バイオガス調達費

需要調査・開拓費

事業者間精算費

その他経費

減価償却費

一般管理費

経営管理関連

社内監査関連

研究開発関連

総務庶務関連

人事関連

経理関連

資材関連

システム関連

事業税

託送供給関連部門特定費

最終保障供給費用

営業損失

営業外費用 営業外収益

資金調達 資金運用

雑支出等 雑収入

その他 その他

特別損失 特別利益

税引前託送供給関連部門当期純利益

法人税等

託送供給関連部門当期純利益

（託送収益明細表）

（単位：千ｍ3、千円、円／ｍ3）

-               

-               

263,012

3,056,031

-               

託　送　収　支　計　算　書

２０２１年４月　１日から

２０２２年３月３１日まで

費 用 の 部 収 益 の 部

項 目 金 額 項 目 金 額

26,280,129 26,031,418

20,386,761 8,831,211

2,947,435 16,740,586

8,740,865 416,562

1,839,463 -               

1,092,701 43,059

515,842 43,046

1,063,447 -               

513,854

396,514

8,698,461

5,715,428

2,477,458

603

185,946

619,198

845,856

206,536

477,411

567,996

334,425

-248,711

492,396 259,732

403,296 42,417

-               181,813

177,940

89,100 35,501

-               -               

-481,375

-               

-481,375

託送供給量 託送収益 単価

託送供給収益 246,616 8,831,211 35.81

自社託送収益 539,231 16,740,586 31.05

事業者間精算収益 106,188 416,562 3.92

託送収益合計 892,035 26,031,418 29.13

最終保障供給収益 -                       

その他託送供給関連収益 43,059



様式第２（第４条関係）

事業者名　西部ガス株式会社　

（単位：千円）

（注）建設仮勘定、設備勘定（有形）、無形固定資産、長期前払費用及び繰延資産は、期首期末平均に
　　　より算定している。

（本支管投資額実績表）
（単位：千円）

6,249,397
計

6,672,325 6,688,599 6,888,746 6,874,495 4,122,819

2,663,819

本支管
（主要導管以外） 3,170,833 3,405,623 3,605,698 3,622,918 4,122,819 3,585,578

主要導管
3,501,492 3,282,976 3,283,048 3,251,577 -          

項目 直近実績

託 送 資 産 合 計 82,578,069

５年平均額
2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

長 期 前 払 費 用 40,162

運 転 資 本 2,148,699

繰 延 資 産 134,207                              

建 設 仮 勘 定 1,246,860

設 備 勘 定 ( 有 形 ) 78,907,687

無 形 固 定 資 産 100,454

託　送　資　産　明　細　書

２０２１年４月　１日から

２０２２年３月３１日まで

項 目 金 額



様式第３（第５条関係）

第１表

事業者名　西部ガス株式会社　

（単位：千円）

その他調整額（⑤＝⑥＋⑦）

うち想定原価と実績費用との乖離額 -1,308,870

最終保障供給取引損益（⑦） -                                    

-513,239                             
調整後税引前託送供給関連部門当期純利益
（又は調整後税引前託送供給関連部門当期純損失）
（⑧＝①＋②－③－④－⑤）

調整後税引前託送供給関連部門当期純利益に係る法人税等
（⑨）

調整後託送供給関連部門当期純利益（又は調整後託送供給関
連部門当期純損失）（⑩＝⑧－⑨）

託送供給関連部門事業報酬額（⑪）

減少事業報酬額（⑫）

託送供給関連部門の営業外費用（資金調達に限る。）（⑬）

当期超過利潤額（又は当期欠損額）（⑭＝⑩－⑪＋⑫＋⑬） -1,734,829                           

403,296                              

超　過　利　潤　計　算　書

２０２１年４月　１日から

２０２２年３月３１日まで

項　　　　目 金　　　　額

税引前託送供給関連部門当期純利益
（又は税引前託送供給関連部門当期純損失）（①）

-481,375

託送供給関連部門の営業外費用（その他に限る。）（②） 89,100

託送供給関連部門の営業外収益（雑収入を除く。）（③） 77,918                               

託送供給関連部門の特別損益（④）

1,624,886                            

-                                    

補償料等収入（⑥）

-                                    

43,046

-                                    

-513,239                             

43,046



様式第３（第５条関係）

第２表

事業者名　西部ガス株式会社　

（単位：千円）

（注）1.一定水準額は様式第２の託送資産明細書の本支管投資額実績表中「直近実績」の5年平均額を適用している。

還元額（③） -                       

（うち前期乖離額累積額）（⑦）

（うち想定原価と実績費用との乖離額）（⑧）

(-227,226)

(-1,308,870)

当期超過利潤累積額（④＝①＋②－③） -3,454,744

一定水準額（⑤） 6,249,397

（うち当期乖離額累積額）（⑨＝⑦+⑧） (-1,536,096)

      2.一定水準超過額は、零を下回る場合にあっては「-」とする。

超過利潤累積額管理表

２０２１年４月　１日から

２０２２年３月３１日まで

項　　　　目 金　　　　額 備考

前期超過利潤累積額（①） -1,719,915              

当期超過利潤額（②） -1,734,829

一定水準超過額（⑥＝④－⑤） -                       



様式第３（第５条関係）

第３表

事業者名　西部ガス株式会社　

（単位：千円）

計 1,684,936

高　圧　導　管 -                   

中　圧　導　管 1,684,936
那珂川市松本1丁目138～那珂川市仲2丁目8番1号、
北九州市若松区高須北3丁目1番50号～遠賀郡水巻町
猪熊10丁目2番18号及び10丁目5番1号　等

導管投資額明細表（一般ガス導管事業者）

２０２１年４月　１日から

２０２２年３月３１日まで

項　　　　目 当 期 投 資 額 備 考



様式第３（第５条関係）

第４表

事業者名　西部ガス株式会社　

（単位：千円）

還元義務額残高：
当期内部留保相当額（⑤＝①＋②－③－④） -44,043,236

-                

金　　　　額

-40,623,471

-1,734,829

-                         

1,684,936

前期末内部留保相当額（①）

当期超過利潤額（②）

還　元　額（③）

当期導管投資額（④）

内部留保相当額管理表

２０２１年４月　１日から

２０２２年３月３１日まで

項　　　　目 備　　考



様式第３（第５条関係）

第５表

事業者名　西部ガス株式会社

値 備　考

　想定原価（千円）（①） 78,021,404

　想定需要量（千m3）（②） 2,572,226

　想定単価（円／m3）（③＝①／②） 30.33

　実績費用（千円）（④） 79,045,205

　実績需要量（千m3）（⑤） 2,323,434

　実績単価（円／m3）（⑥＝④／⑤） 34.02

　乖離率（％）（⑥／③－１）×１００ 12.16

　想定原価及び想定需要量は、２０１７年４月から２０２０年３月までの３年の合計とした。

　実績費用及び実績需要量は、２０１９年４月から２０２２年３月までの３年の合計とした。

乖離率計算書

項　目


